










 
 

しかし要平氏は一方で、社員だけではなく、「時にはお客様より大切なのが仕入先の共

栄会社」だと力説する。仕入先である共栄会社が、カタニ産業が要求する品質向上・新し

い挑戦に応えられる企業であれば「最終的に大切な顧客の要望に応えることができる」と

する。時に「顧客が重要」ということは容易であるが、実はその顧客の期待に応えていく

ことが自社の努力のみで達成されることは現代では多くはない。多くの企業がサプライチ

ェーンの中に組み込まれ、一社の努力のみで常に目標を達成することは不可能と言ってよ

い。カタニ産業は、共栄会社と切磋琢磨できる良い関係を維持し、時に共同会議なども開

催して相互発展を目指している。要平氏は「ある意味、良い仕入先がいれば、いくらでも

顧客を開拓することができる」と自信を見せるが、その背景には先々代から現在まで老舗

としての自社ネットワークの確立・維持に成功してきたからに違いない。 
 

④ ファミリービジネス 

 

巷では「企業は三代で潰れる」という標語があたかも原則のように定着している。確か

に創業者の背中が見えづらくなり、苦労を重ねて企業を成長発展させてきた時代を実体験

できず、発展後の企業に関わり始める事が多い三代目は、時に経営の舵取りを間違えるこ

ともあろう。 
今回、要平氏にお話を伺う中で印象に残った言葉が「事業承継に際して何ら問題がなか

った」というものである。以前、東京の一大産業である印刷業における事業承継を研究す

るために数社のリサーチを行ったが、中には「承継と同時に番頭格の社員が退職した」な

どの悩み深き問題を抱えてスタートした後継者もおり、また著者と親交のある企業でも事

業承継に際して後継者が多くの問題を抱えている場合が少なくない。 
要平氏は二代目社長喜幸氏に「お前が社長になる」とよく言われたらしく、同時によく

あることであるが、既定路線に人生を委ねていくことへの反感というものが心中にはあっ

た。その後要平氏は東京の企業に就職したが、その企業自体がファミリービジネスであり

社内が揉めていることが多かったと述懐する。その後、その企業を退職しカタニ産業へ入

社したが、当時の反面教師的経験からであろうか「創業家は企業をまとめられる」という

創業家出身者ならではの考えに至ったとのことである。 
三代目社長の八郎氏は要平氏に対して時に「○年後に事業承継する」という話をしたそ

うであるが、それが実現することはなかったという。これは多くの経営者の事業承継に対

する悩みが深いことを示唆する。後継者の多くは身内であり信頼もし、期待もしているが

経営環境の厳しさ、社内の動向、取引先・地域などの社会資本への配慮からどうしても承

継が遅れることが多い。後継者不足という厳然たる事実がある日本の中小・中堅企業であ

るが、経営者の高年齢化は確固たる事業承継計画を策定してこなかった・できなかったこ

とも背景にある。一方カタニ産業においては、要平氏が 40歳に達した時に事業承継が行
われた。その際に問題がなかったという背景には、要平氏が「売上の殆どを切り盛りして

きた」事実があったからに他ならない。要平氏によれば、①31歳まで販売重要拠点（国内
売上の 30％）である東京支店における海外営業課のリーダーであり、顧客企業の海外サ
プライチェーンに対する営業面での実績、②香港および深圳の自社拠点の開設と現地駐在、

そして販売・技術サポート等による中国市場での成功、などによる実績・評価から周囲が

後継者として信頼できるという素地を作り上げられたからとのことである。これは、推測

であるが八郎氏が「その時」を待っていた、現場での育成の成果を認める事ができる時ま

で待っていたとも言えるのである。欧米企業の創業家のように形ある事業承継計画が策定
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されにくい日本の企業でも、目立たずも実施されてきた事業承継「前」教育は実施されて

いたと改めて確信するところである。 
では、47 歳となった要平氏は自らの事業承継をどのように考えているのであろうか。

要平氏はいくつかの選択肢を持っていたいとし、①要平氏のご息女、②外部からの招聘に

よる専門経営者、③社員の内部昇格、を考えている。その中で要平氏が期待しているのが、

③社員の内部昇格である。現在 30～40代の社員の中から「ベースとしての人間性が認め
られる社員であり、特に覚悟を持って経営に携わることができる人材」がその候補になる

と明言する。今後人選を行い教育も実施していくことを考えている。経営者が 40代の時
点での事業承継計画への意識としては非常に高いものがあると判断できる上に、前述のよ

うに実績を積んで周囲の承認が得られた上で後継社長となった要平氏の期待するところ

は、その能力に高いところを求めることはあっても中途半端なレベルで実施されることは

ない、もしくはその解決に向けて長期的な実践的教育を実行されるものと推察する。 
 

⑤ カタニ産業の社風 

 

要平氏はカタニ産業の社風を「自由・堅実」と端的に表現する。事業を拡大する軸とし

て「加飾」に拘っている。長い歴史がある金沢箔であるが、そこには「奥ゆかしく金箔を

施す」というものがあり、その金沢人としての感性をベースに新たな技術で「加飾」を発

展させると述べる。そのためには新たな感性を磨くために欧州の展示会等ヘの参画など積

極的に活動し、新製品を提案していく。そこには柔軟な発想の基本となる自由闊達さ、一

方で箔製造から発展してきた歴史を前提とした「加飾」の範囲を超えないという社風であ

ると理解した。 
また、長く創業家を中心として発展してきたカタニ産業は社員を大切に考えてきたが、

今後のさらなる発展を目指すためには現状の社員評価で十分であるのか要平氏は検討中

であるとする。企業の成長を維持するためには自律した社員が必要になるが、その能力評

価が大企業のような成果主義でよいのかどうか、今後の方向性を見極める必要があるとす

る。長寿ファミリービジネスにおいて、もし自社の社風・家訓を一言で述べるとすればど

のような文字になるか、という調査を帝国データバンクが実施したことがあるが、第 1位
は「和」であった 19)。大企業と異なり、創業家の考え方が企業内に及ぼす影響度が大きい

ファミリービジネスにおいては、長年の家族主義的な経営手法、社員の積極性な挑戦、時

に失敗を許す懐の深さ、創業家社員と一般社員の評価バランスなど、同時的で適切な総合

的バランスを保つことが求められる。いずれ改めてお話を伺いたいところである。 
 

⑥ カタニ産業と地域社会 

 

要平氏は地域との関係について、①業績を上げ税金

を支払うこと、②地域に喜ばれる社会行事を行うこ

と、③その社会行事も現在の金沢中心から今後は各

支店などの所在地でも実施したいこと、④雇用の安

定、の 4点を挙げる。業績を上げ、税金を支払うこ
とで地域社会に貢献することは、二代目社長喜幸

氏から脈々と受け継がれてきた地域社会への考え経済産業省からの表彰 
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方であるし、雇用の安定も同様である。要平氏も雇用の安定は地域社会貢献における重要

な位置づけであるとし、今後は時代の流れに合致するようさまざまな実力を持った社員を

採用できるよう通年採用を検討する意向である。 

 

⑦ カタニ産業の今後と課題 

 

カタニ産業は製箔業からスタートし、技術革新をいち早く取り入れることで伝統工芸

産業から工業製品産業へと転身に成功した企業である。そして現在の工業製品の主力は加

飾用フィルムを中心とした事業であり、顧客製造部品の前段階の素材といえる部分を商社

的に扱っている。要平氏は将来的に加飾フィルムの販売から「加工業」への更なる展開を

模索している。それは現在全社売上の 3割ほどを占める材料販売を、加工工程を加えるこ
とで 5 割に高めるという計画である。それにはカタニ産業独自の付加価値が求められる
が、二代目社長喜幸氏のイノベーション経営、三代目社長八郎氏の海外展開経営からも分

かるようにカタニ産業には「今までなかったことへの挑戦」を実現できる土壌がある。そ

の実現にはまず社員の意識改革が必要と要平氏は語り、それが前述の実績評価への検討に

現れている。また要平氏は現行組織を変革する考えを持っており、現状のタテ割り組織か

ら新たな挑戦を遂行できるヨコ串を刺した組織に変えたいとする。セクショナリズムはタ

テ割り組織の弊害であり、ヨコとの連携・密なコミュニケーションの減少が問題となる。

その解決に向けて多くの企業が試行錯誤を繰り返し、時にマトリクス組織のような命令一

元化の原則を逸脱し現場が混乱するような組織もあったが、カタニ産業の将来的な組織構

造についてもいずれ研究したいと考える。 
 

7．本事例から学ぶ経営への示唆 

 

主要事業を伝統工芸品製造から工業製品製造業へ転換することに成功したカタニ産業のケー

スはいくつかの経営的示唆をわれわれに与えてくれる。 

 

① イノベーション経営とそれに必要な経営的要因 

 

カタニ産業の最も大きなイノベーション経営上の出来事は「新技術（真空蒸着技術）へ

の即時たる対応」に他ならない。喜幸氏が伝統工芸産業の先行きを憂いている中で米国の

新技術を知り、日本における展開にいち早く参画したことは非常に大きい。それは長年の

箔製技術が生かされつつも、従来の商品製造方式や商慣行などを打破することであった。

純粋な技術においてもひとつのイノベーションであり、経営・事業の方向性を変革するこ

とでもイノベーションであった。喜幸氏が新技術を知った頃の東洋レーヨン（現東レ）の

沿革を調べてみると、昭和 33年（1958年）に三島工場を設立しポリエステル関連製品の
製造を開始したとなっている 20)。カタニ産業の喜幸氏がその東洋レーヨンの販売部門と

して提携したのが翌年の昭和 34年（1959年）であるから、いかに機を見て敏に活動した
かが理解できる。要平氏によれば金沢における同業者からのバッシングがあったとのこ

とであるが最終的に新事業への転換を図られ、工業製品製造企業への脱皮を実現できた

背景には喜幸氏の経営手腕があったことは間違いない。そのようなイノベーションを実
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現するには、①経営責任者の確固たる決意と覚悟、②迅速な決定と行動、③自ら市場を開

拓する開拓者精神、③正しい情報と正しい助言を与えてくれる人脈、④苦しい新規事業発

展を支える社内キーパーソンの存在が今回の研究から明らかになった。まさにファミリ

ー・ドリブン・イノベーションであったのである。喜幸氏の行動力や意志の強さは前述し

たが、新しい事業を始める前後には最新の情報を親身になって正しく伝えて助言する知

人の存在があったが、経営者たるもの自分のネットワークにこのような人物を持ってい

ることの大切さも教えてくれる。また喜幸氏は新たな挑戦を支えたキーパーソンとして

ファミリー内の甥たちを挙げており、販路開拓に向けた類まれな貢献があったとする一

方、ファミリービジネスの特性上、一般社員よりも常に厳しく接するしかなかったという

「ファミリー軸」における経営者の葛藤も示唆している。 
カタニ産業のイノベーション経営は前述のように三代目社長八郎氏の海外展開への事

業変革、四代目社長要平氏が今後挑戦するであろう加工業事業の拡大など常に時代・技術

の流れに即して実現されてきた。これもファミリービジネスとして中興の祖である喜幸氏

から流れているファミリーの風土に違いない。 
 

② 「軸を持った事業展開」 

 

例えばアンゾフが提唱するように事業の発展を目指す戦略にはいくつかの考え方があ

り、「市場展開戦略」、「市場浸透戦略」、「新製品戦略」、そして「多角化戦略」など長年に

亘って戦略研究の場ではさまざまな議論があり、そしてさまざまな理論が唱えられてき

た。その中でも多角化戦略は多くの企業経営者や経営戦略策定責任者にとって事業運営

が苦しい時のみならず事業が好調な時においても「新たな価値を創造し市場に受け入れ

られ、最終的に事業が成功する」という思いを抱かせる戦略である。しかし多角化戦略は

魔法の杖ではなく、新しい製品で新しい顧客を獲得するという非常にハードルの高い戦

略であり、その戦略展開によほどの事業展開上の自信や確固たる背景がなければ容易に

手を出せる戦略ではない。 
カタニ産業がわれわれに示唆することは「本業を外れない」という鉄則と、要平氏が言

うところの「堅実」という社風である。カタニ産業は前述のように大きなイノベーション

に挑戦してきたが、その分野は製箔業の延長線上にある。純粋な金を使用するかどうかは

別として、アルミ箔で事業の基盤を確立しようと邁進し、次に大きな転換点となるフィル

ムへの真空蒸着フィルムも製箔の技術の新展開であり製品も従来顧客に対する納入品の

範囲における「新たな提案」として本業の域を大きく逸脱するものではない。そして要平

氏が挑戦しようとする加工業への参画・拡大も現状の事業の発展段階の延長線上に位置

するものである。安易に多角化に進むことなく、全てが身の丈を常に意識し、現在の顧客

価値を更に高めるための戦略の発展上にあるものである。「堅実」という風土は時に消極

的な印象を与える場合があるが、事業経営においては企業を永続させるための重要なキ

ーワードの一つである。カタニ産業の 120 年の歴史からも、その長寿ファミリービジネ
スとしての根底に、「堅実」に表現される身の丈経営があることは大切な示唆である。 

 

③ 絶え間ない経営変革 

 

図 3 は著者が以前提唱した後継者のための経営変革スキーム 21)であるが、二代目喜平
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氏、三代目八郎氏そして四代目要平氏に共通する経営志向の根底に「経営変革」がある。

人は時に前任者の手法を安易に否定する傾向を見せるが、カタニ産業においては長年の社

会関係資本を有益に活用しつつ、外部環境の変化に即応した現実的な経営変革を実施して

きたと考えられる。伝統的企業においては時に伝統を重んじることが存在意義となり得る

可能性があるが、同社においてはその偏重は少ないと思われる。また事業継続におけるボ

トルネックに経営者自らが陥らないよう先を見た企画力・行動力などが変革を維持してき

たことも背景にあろう。同時に常に従業員や共栄会社を経営推進の仲間と捉え、その存在

を重視していることも挙げられる。 
図中における「ビジネスの変革活動」、「個人の成長」、そして社内力学における承認性

の高さが現在のカタニ産業のファミリービジネス経営に活かされていると判断するとこ

ろである。 
 

 

 

  細かく言及するならば、このスキームの前提となっている事業承継後におけるビジョン

項目は二代目社長の喜平氏から現在の四代目社長である要平氏まで受け継がれており、また

従来の経営を切断する意識、そして工業化や海外展開等に活かされた企業家精神も脈々と流

れている。また要平氏が社長を承継する際に社内的問題がなかったとする納得性と承認は社

内力学における成功のケースとして研究の意義があり、特に承継前の長年に亘る実績作りの

有効性を示したものであった。やはり創業家 DNAが、その日常全てがビジネスとならざる
を得ないファミリービジネスにおいては強く継承されるものとの確信を得られたケースで

あったとともに、このスキームの有効性を改めて認識した次第である。 
 

さいごに 

 

長寿ファミリービジネスの経営者の方々にリサーチすると、自社、従業員とその家族、共栄会

社など企業ネットワーク関係者そして地域社会への強い思いを感じずにいられない。個人では

なしえない大きな仕事を組織・資本の力で成し遂げていく企画力や推進力は勿論であるが、それ

に伴う責任の大きさを背負っての毎日であると痛感する。そして通常の企業であれば所有と経
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営の 2 軸であるのに対し、ファミリービジネスは更にファミリー軸が加わる中での経営である
ため後継者への対応など更に業務と責任は増加する。日本では戦後の財閥解体以降、同族企業は

先進的でない・経営力が弱いなどさまざまな否定的視点で観られてきたが、日本は世界に冠たる

長寿企業国であり、そのほとんどがファミリービジネスである。例えば創業以降 200 年以上・
創業家が現在も経営に関与している・現在まで順調な経営が続いていることなど厳しい審査を

経てはじめて会員になることができるエノキアン協会においては、全世界 48社の会員のうち 9
社が日本のファミリービジネスである。しかも協会で最も古い企業も日本企業（法師／善吾楼・

石川県・創業 717 年）である 22)。ファミリービジネスの有効性が日本で認められ始めたのは最

近のことで、しかも皮肉にも海外研究からの逆輸入であった。実は日本はファミリービジネス大

国であり、その有効性があればこその長寿企業大国なのである。 
今回リサーチしたカタニ産業も、その堅実性、新しいことに挑戦する風土、そしてネットワー

クや社会関係資本を大切していく確固たる軸があり、今後も継続して箔産業を牽引するファミ

リービジネスとして位置づけられることであろう。 
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